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当中間期の概況と販売状況についてお聞かせください。

当中間期における日本経済は、原油価格の高騰や株式市場低

迷等の不安定な要素はありましたものの、中国向け等のアジア

向け輸出が好調に推移し、企業収益の大幅な改善を背景とする設備投

資の増加や、個人消費の緩やかな増加などもあり、総じて堅調な回復

を続けました。

一方、米国の景気は拡大基調で推移し、欧州経済も緩やかな回復基

調となりました。アジア諸国につきましても中国、タイ等で景気拡大

が続くとともに韓国の景気も回復基調となりました。

このような状況下、当中間期の連結売上高は2,873億円と前年同

期比で335億円（13.2％）の増収となりました。日本の売上高は

1,507億円と前年同期比で183億円（13.8％）の増収となりまし

た。自動車関連製品が好調でありましたほか、産業機械軸受が設備投

資の増加等を受けて堅調に推移し、精機製品も半導体・液晶製造装置

向けの需要回復などで大幅に増加いたしました。

米州の売上高につきましては、産業機械軸受や自動車関連製品が伸

びたほか、半導体製造装置向け等の精機製品が大幅に増加しました

が、為替レート変動による目減りもあり411億円と前年同期比25億

円（6.6％）の増収となりました。欧州は産業機械用軸受が好調だっ

たほか、自動車用軸受が大幅に増加し、486億円と前年同期比で45

億円（10.3％）の増収となりました。アジアは中国での産業機械用

軸受が増加したほか、韓国・台湾での精機製品の増加、タイ等での自

動車関連製品の増加などもあり、アジア全体では469億円と前年同

期比82億円（21.0％）の増収となりました。

収益の状況は如何でしたか。

売上、生産の増加にコスト削減等の効果が加わり、当中間期

の営業利益は195億円となり、前年同期比100億円

（105.6％）の大幅な増益となりました。前年同期は赤字だった精

機製品が黒字化したほか、産業機械軸受や自動車関連製品も増益と

なりました。地域別にみると欧州の収益体質が着実に改善しており

ます。借入金・社債の削減等に努めた結果、金融収支が対前年同期

で改善したこともあり、経常利益は178億円と前年同期比で117

億円（191.9％）の大幅な増益となりました。

特別利益には、当社および日本の子会社の確定給付型退職給付制

度を一部、確定拠出年金型に移行したことに伴う確定拠出年金移行

差益11億円および投資有価証券売却益8億円を計上し、特別損失に

売上高�
営業利益�
経常利益�
中間（当期）純利益�
総資産�
株主資本�
株主資本比率（%）�
1株当たり�
株主資本�
配当額�
中間（当期）純利益�

287,287�
19,456�
17,755�
11,816�
622,206�
179,529�

28.9�
�

332.92�
5.50�
21.91

253,813�
9,462�
6,083�
3,842�

615,962�
183,230�

29.7�
�

339.76�
2.50�
7.12

522,217�
25,972�
19,119�
14,293�
621,877�
188,662�

30.3�
�

349.83�
6.50�
26.12

2005年3月期�
中間�

2004年3月期�
中間�

2004年�
3月期�

（単位 百万円）�

（単位 円）�

体質改善の推進と成長戦略の実行で
更なる収益力強化をめざす

代表執行役社長

朝香　聖一

連結中間決算ハイライト

■Q
■A

■Q
■A



は投資有価証券評価損1億円を計上いたしました。

税金費用や少数株主利益を控除後の中間純利益は118億円と前年

同期比で80億円（207.5％）の増益となりました。

中期的な経営戦略と当面の重点課題についてお教えくだ

さい。

中期計画の重点課題である体質改善の推進と成長戦略の展開

を計画通りに実行してまいります。成長戦略につきましては、

産業機械分野では市販向けや一般産業分野でのターゲットを絞った

拡販活動の成果が出てきており、自動車関連製品につきましても、

米州、欧州、アジア等での新規受注案件の立上げや日系自動車メー

カー向けの好調などで、世界各地域の工場とも高水準の生産が続い

ております。半導体・液晶製造装置向け需要の低下、鋼材や原油価

格の上昇、米国経済の減速懸念など先行き不透明感なども出てきて

おりますが、高収益、高成長が期待できる分野への積極的な設備投

資を実施してまいります。地域的には中国事業の積極的展開、スピ

ードアップを推進しておりますが、当中間期には江蘇省常熟東南経

済開発区にニードルローラ軸受の生産会社を設立し、2005年夏に

稼動を開始する予定です。

さらに「マーケットオリエンテッドな技術開発力」を指向し、当

社グループ固有のトライボロジーをはじめとする基盤技術やメカト

ロ技術と、進歩著しい先端技術とを融合させることにより、高機能

商品や新たな機能を持つ新製品の開発に努めてまいります。

体質改善におきましては、生産革新運動を販売、技術および管理

部門を巻き込んだ全社運動に拡大し、生産効率の抜本的な改善や棚

卸資産の圧縮などを通じ、体質の強化に努めてまいります。

環境問題につきましても、環境貢献型商品の一層の拡大を図り、

地球温暖化防止など環境への貢献を目指すとともに環境経営のレベ

ルアップに継続的に取り組んでまいります。

最後に株主の皆様へのメッセージをお願いします。

NSKグループは、世界中のお客様にとって「顧客満足度

No.1企業になる」ことを通じ、高収益を実現することを目指

して、全社一丸となって懸命に努力を続けてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。
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2005年�
3月期中間�

自動車関連製品 54％�

精機製品�
11％�

その他 3％�

産業機械�
　  軸受�
　　  32％�

売上高の概要�

売上高の概要�

売上高の概要�

精機製品�
NSKの精機製品事業は、ボールねじ、リニ
アガイドを中心とする直動製品と液晶用露
光装置、精密位置決めテーブル、メガトル
クモータを中心としたメカトロ製品で構成
されております。�
NSKはボールねじの世界No.1企業として
高精度、高速位置決めに必要不可欠な直動
製品を世界のお客様に提供しております。
また、直動製品で培った超精密位置決め技
術を活かしたユニット商品としてメカトロ
製品も世界の様々な先端技術産業のニー
ズに応えております。�

自動車関連製品�
NSKの自動車関連製品事業は、ハブ軸受

やニードル軸受などに代表される自動車軸

受事業、電動パワーステアリングをはじめ

とするステアリング事業、ワンウェイクラッ

チなどのオートマチック・トランスミッショ

ン用部品事業で構成されております。�

NSKは、社会的なニーズである環境性と安

全性に優れた製品開発に特化してグロー

バルな生産拠点を活用しながら、日本のみ

ならず欧米の自動車メーカーにも幅広く高

品質の製品を供給しております。�

産業機械軸受�
NSKの産業機械軸受は、グローバルな総合軸受

メーカーとして生産・販売・研究開発の拠点を日

本・米州・欧州・アジアの4極に展開し、小径・標

準玉軸受から超大型軸受にいたるまで、多種多

様な軸受を世界のあらゆる産業・地域に供給し

ております。中でも、小径～標準玉軸受・精密軸

受分野では高い市場シェアを持ち、世界をリード

しております。�
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製品別売上高の概要（連結）

国内向けは、半導体・液晶製造装置関連お
よび工作機械産業向けが、関連業界の昨年
度からの順調な回復により大幅に増加した
ほか、射出成形機向けが堅調に推移した結
果、前年同期比で52.6％の増収となりまし
た。海外では、欧州での市場回復は緩やか
でありましたが、米州での市場回復、アジ
アでの液晶用露光装置をはじめとする拡販
により、84.5％の増収となりました。以上
の結果、精機製品全体で64.7％の大幅な増
収となりました。

国内向けは、自動車産業の旺盛な需要推移
を背景にして、電動パワーステアリング、
オートマチック・トランスミッション用部
品が大きな伸びを示しました。また、自動
車軸受もハブ軸受やニードル軸受などが増
加して、工場の生産も高水準が続きまし
た。一方、海外におきましても、米州およ
びアセアン向けステアリング関連の自動車
部品が２桁以上の伸びを達成いたしまし
た。自動車軸受も、欧州やアセアン向け新
規案件の立上げなどにより好調に推移しま
した。この結果、自動車関連製品全体では
11.1％の増加となりました。

国内向けは、工作機械向けの大幅な増や建設機械
をはじめとする中国関連需要の増、また国内鉄鋼
メーカーの設備更新需要や半導体製造装置関連需
要の伸びもあいまって前年同期比8.6％の増収と
なりました。
一方、海外におきましても、高成長を続ける中国
をはじめとして、米州・欧州でも堅調な景気回復
となり、順調に売上を伸ばしました。以上の結
果、産業機械軸受全体では5.4％の増収となりま
した。

（注）当社グループでは、従来の製品別組織を、ユーザーを意識した事業別組織に改め、「軸受」を「産業機械軸受」と「自動車用軸受」に区分し、また、「自動車用軸受」と「自動車関連部品」とを合わせて「自動車関連製品」としました。

高速静音ボールねじ
BSSシリーズ
静音・高速・コンパクト化を実現　
工作機械、医療機器、半導体製造装置、
液晶装置など様々な分野へ

HUBK
軽量化・限界設計仕様を実現した軽自動車専用
ハブユニット軸受

精密工作機械主軸軸受ロバストP2Xシリーズ
回転精度をISOが規定する最高値（P2級）の2倍以上に
向上した工作機械用軸受を世界で初めて商品化



科　目�
2004年3月期中間�2004年3月期�2005年3月期中間�

科　目�

中間連結決算の概要�
（単位  百万円）�

�

295,491�

43,533�

121,208�

9,385�

75,905�

11,447�

35,263�

△1,252�

�

326,386�

196,810�

63,721�

90,493�

26,426�

16,169�

�

8,368�

�

121,207�

88,483�

22,223�

3,619�

8,595�

△1,714�

621,877

�

284,438�

33,736�

127,557�

9,425�

76,736�

10,891�

27,258�

△1,167�

�

337,767�

198,662�

63,015�

92,011�

25,942�

17,693�

�

8,395�

�

130,709�

84,865�

35,824�

3,638�

8,087�

△1,706�

622,206�

�

�

282,879�

29,326�

114,448�

15,743�

82,637�

11,477�

30,508�

△1,262�

�

333,082�

205,321�

66,994�

95,092�

26,720�

16,513�

�

8,542�

�

119,217�

82,898�

23,362�

5,610�

9,538�

△2,193�

615,962�

�

�

237,307�

92,169�

71,096�

26,989�

4,464�

42,587�

�

192,744�

70,000�

59,313�

17,786�

30,752�

138�

14,754�

430,051�

�
12,625�

�

67,176�

77,924�

50,631�

17,502�

△29,322�

△4,383�

�

179,529�

622,206�

�

�

225,953�

75,996�

87,492�

20,000�

6,168�

36,295�

�

194,356�

96,989�

58,376�

11,913�

18,381�

1,591�

7,103�

420,309�

�
12,421�

�

67,176�

77,924�

50,858�

14,696�

△23,053�

△4,372�

�

183,230�

615,962

�

245,588�

83,713�

77,418�

36,989�

6,708�

40,759�

�

175,548�

70,000�

62,141�

16,722�

17,316�

1,729�

7,638�

421,137�

�
12,077�

�

67,176�

77,923�

58,856�

19,127�

△30,061�

△4,361�

�

188,662�

621,877

（負債の部）�

流動負債�

　　支払手形及び買掛金�

　　短期借入金�

　　社債�

　　未払法人税等�

　　その他の流動負債�

�

固定負債�

　　社債�

　　長期借入金�

　　繰延税金負債�

　　退職給付引当金�

　　役員退職慰労引当金�

　　その他の固定負債�

負債合計�

（少数株主持分）�
少数株主持分�

（資本の部）�

資本金�

資本剰余金�

利益剰余金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自己株式�

�

資本合計�

負債、少数株主持分及び資本合計�

（資産の部）　�

流動資産　　　　　　　　�

　　現金及び預金　　　　�

　　受取手形及び売掛金�

　　有価証券�

　　棚卸資産�

　　繰延税金資産�

　　その他の流動資産�

　　貸倒引当金�

�

固定資産�

　有形固定資産�

　　建物及び構築物�

　　機械装置及び運搬具�

　　土地�

　　その他の有形固定資産�

�

　無形固定資産�

�

　投資その他の資産�

　　投資有価証券�

　　前払年金費用�

　　繰延税金資産�

　　その他の投資その他の資産�

　　貸倒引当金�

資産合計�

中間連結貸借対照表�

（2004年9月30日）� （2004年3月31日）�（2003年9月30日）�
2004年3月期中間�2004年3月期�2005年3月期中間�

（2004年9月30日）� （2004年3月31日）�（2003年9月30日）�

＊各期の記載金額は百万円未満を切り捨てている。
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中
中中間連結キャッシュ・フロー計算書�中間連結損益計算書�

対売上高比率�
　　　　　％　　�

対売上高比率�
　　　　　％　　�金額� 金額�

売上高�
売上原価�
売上総利益�
販売費及び一般管理費�
営業利益�
営業外収益�
　受取利息及び配当金�
　持分法による投資利益�
　雑益�
営業外費用�
　支払利息�
　雑損�
経常利益�
特別利益�
　確定拠出年金移行差益�
　投資有価証券売却益�
　関係会社株式売却益　�
特別損失�
　投資有価証券評価損�
　固定資産除却損�
　関係会社株式売却損　　�
税金等調整前中間（当期）純利益�
法人税、住民税及び事業税�
法人税等還付額�
法人税等調整額�
少数株主利益�
中間（当期）純利益�

流

　

　

　

　

　

　

　

　

　

�

固

  

　

　

　

　

　

　

�

  

�

  

　

　

　

　

　

　

�

資

科科　目� 科　目�
対売上高比率�
　　　　　％　　�金額�

522,217�
409,900�
112,317�
86,345�
25,972�
7,673�
1,424�
2,943�
3,305�
14,526�
6,058�
8,467�
19,119�
8,504�
－�

7,663�
840�
1,172�
－�

1,147�
24�

26,451�
9,461�
194�
2,206�
684�

14,293�
�
�
�

287,287�
222,979�
64,307�
44,851�
19,456�
3,788�
916�
1,283�
1,589�
5,489�
2,520�
2,968�
17,755�
1,840�
1,059�
781�
－�
90�
90�
－�
－�

19,505�
4,612�
－�

2,472�
604�

11,816

100.0�
77.6�
22.4�
15.6�
6.8�
1.3�
0.3�
0.4�
0.6�
1.9�
0.9�
1.0�
6.2�
0.6�
0.3�
0.3�
－�
0.0�
0.0�
－�
－�
6.8�
1.6�
－�
0.9�
0.2�
4.1�
�
�

100.0�
79.1�
20.9�
17.2�
3.7�
1.4�
0.3�
0.5�
0.6�
2.7�
1.2�
1.5�
2.4�
1.1�
－�
0.9�
0.2�
0.3�
－�
0.3�
－�
3.2�
2.5�
－�
△0.9�
0.1�
1.5�
�
�
�

100.0�
78.5�
21.5�
16.5�
5.0�
1.5�
0.3�
0.6�
0.6�
2.8�
1.2�
1.6�
3.7�
1.6�
－�
1.5�
0.1�
0.2�
－�
0.2�
0.0�
5.1�
1.8�
0.0�
0.4�
0.2�
2.7�
�
�
�

I   営業活動によるキャッシュ・フロー�
    1.税金等調整前中間(当期)純利益�
    2.減価償却費�
    3.連結調整勘定償却額�
    4.貸倒引当金の増減額（減少：△）�
    5.退職給付引当金及び前払年金費用の増減額�
    6.受取利息及び受取配当金�
    7.支払利息�
    8.持分法による投資利益�
    9.有形固定資産除却損�
  10.投資有価証券売却益�
  11.投資有価証券評価損�
  12.関係会社株式売却益�
  13.関係会社株式売却損�
  14.売上債権の増減額（増加：△）�
  15.棚卸資産の増減額（増加：△）�
  16.仕入債務の増減額（減少：△）�
  17.その他�
 　　　小　　　　　計�
  18.利息及び配当金の受取額�
  19.利息の支払額�
  20.法人税等の支払額�
       営業活動によるキャッシュ・フロー�
II  投資活動によるキャッシュ・フロー�
    1.有形固定資産の取得による支出�
    2.有形固定資産の売却による収入�
    3.投資有価証券の取得による支出�
    4.投資有価証券の売却による収入�
    5.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出�
    6.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出�
    7.持分法適用会社株式の取得による支出�
    8.持分法適用会社株式の売却による収入�
    9.貸付金の貸付による支出�
  10.貸付金の回収による収入�
  11.その他  �
       投資活動によるキャッシュ・フロー�
III 財務活動によるキャッシュ・フロー�
    1.短期借入金の純増減額（減少：△）�
    2.長期借入による収入�
    3.長期借入金の返済による支出�
    4.社債の償還による支出�
    5.自己株式の取得による支出�
    6.配当金の支払額�
    7.少数株主への配当金の支払額�
    8.その他�
       財務活動によるキャッシュ・フロー�
IV  現金及び現金同等物に係る換算差額�
V   現金及び現金同等物の増減額（減少：△）�
VI  現金及び現金同等物の期首残高�
VII 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

�
26,451�
26,909�
427�
208�
1,375�

△1,424�
6,058�

△2,943�
1,147�

△7,663�
－�

△840�
24�

△12,863�
5,658�
1,216�
3,993�
47,735�
2,912�

△6,185�
△6,573�
37,889�

�
△21,646�
3,376�
△34�
12,415�
△9,339�
△355�
△589�
133�

△459�
204�

△663�
△16,958�

�
△8,878�
8,745�

△7,749�
△10,000�
△17�

△2,698�
△126�
△6�

△20,730�
△145�
54�

58,938�
58,993

�
19,505�
13,147�
285�
△84�

△17,117�
△916�
2,520�

△1,283�
－�

△781�
90�
－�
－�

△6,411�
△976�
8,430�
10,882�
27,290�
2,851�

△2,653�
△6,536�
20,952�

�
　△15,096�

1,367�
△111�
1,278�
－�
－�
－�
－�

△95�
85�

△919�
△13,492�

�
△8,127�
674�

△1,124�
△10,000�
△21�

△2,158�
△112�
△68�

△20,937�
△316�

△13,794�
58,993�
45,198�

�

�
8,034�
13,335�
142�
659�
1,045�
△717�
3,169�

△1,209�
769�

△2,207�
－�

△513�
－�

△2,750�
2,522�

△7,039�
2,170�
17,412�
1,501�

△3,242�
△3,398�
12,273�

�
△9,577�
2,490�
△23�
3,652�

△9,339�
△218�
△95�
－�

△362�
86�

△572�
△13,959�

�
△4,638�
2,475�

△1,990�
－�
△6�

△1,349�
△37�
△65�

△5,612�
706�

△6,591�
58,938�
52,346

（単位  百万円）�（単位  百万円）�

（単位  百万円）�

自 2003年4月 1 日�
至 2004年3月31日�

2004年3月期�
( )自 2003年4月 1 日�

至 2003年9月30日�

2004年3月期中間�
( )

2005年3月期中間�
自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�( ) 自 2003年4月 1 日�

至 2004年3月31日�

2004年3月期�
( )自 2003年4月 1 日�

至 2003年9月30日�

2004年3月期中間�
( )

2005年3月期中間�
自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�( )

�

中間連結剰余金計算書�
自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�( ) 自 2003年4月 1 日�

至 2003年9月30日�( ) 自 2003年4月 1 日�
至 2004年3月31日�( )

�
科　目�
（資本剰余金の部）�
　資本剰余金期首残高�
　資本剰余金増加高�
　　自己株式処分差益�
　資本剰余金中間期末（期末）残高�
（利益剰余金の部）�
　利益剰余金期首残高�
　利益剰余金増加高�
　　中間（当期）純利益�
　利益剰余金減少高�
　　配当金�
　　役員賞与�
　　持分法適用会社減少に伴う減少高�
　　自己株式処分差損�
　　英国子会社の退職給付債務処理額�
　利益剰余金中間期末（期末）残高�

�
�
  �
 77,923�
 －�
 －�
 77,923�
       　�
 48,366�
 14,293�
 14,293�
 3,803�
 3,505�
 208�
 85�
 2�
 －�
 58,856

�
�
　 �
 77,923�
 0�
 0�
 77,924�
�
 58,856�
 11,816�
 11,816�
 20,041�
 2,970�
 －�
 －�
 －�
 17,070�
 50,631�

�
�
　  �
 77,923�
 0�
 0�
 77,924�
 �
 48,366�
 3,842�
 3,842�
 1,349�
 1,349�
       　－�
       　－�
 －�
 －�
 50,858�

253,813�
200,666�
53,146�
43,684�
9,462�
3,526�
717�
1,209�
1,600�
6,906�
3,169�
3,736�
6,083�
2,721�
－�

2,207�
513�
769�
－�
769�
－�

8,034�
6,176�
－�

△2,195�
211�
3,842�

�
�
�

�

�

2004年3月期�2004年3月期中間�2005年3月期中間�

�

�
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中間単体決算の概要�
中間貸借対照表� 中間損益計算書�

（資産の部）�
流動資産�

　現金及び預金�

　受取手形�

　売掛金�

　有価証券�

　棚卸資産��

　未収入金�

　繰延税金資産�

　その他の流動資産�

　貸倒引当金�

�

固定資産�

  有形固定資産�

　建物及び構築物�

　機械装置�

　車両運搬具�

　工具器具備品�

　土地�

　建設仮勘定�

�

  無形固定資産��

�

  投資その他の資産�

　投資有価証券�

　子会社株式�

　長期貸付金�

　前払年金費用�

　その他の投資その他の資産�

　貸倒引当金�

�

資産合計�

科　目�

�
205,088�

2,407�
99,170�
57,655�
10,000�
16,989�
10,275�
7,954�
223�
412�
�

138,633�
70,000�
49,500�
13,056�
138�
5,938�

�
343,722�

�
67,176�

77,924�
77,923�

0�
0�
�

72,628�
10,292�
57,460�
4,876�

�
16,869�

�
△4,058�

�
�

230,540�

574,263�

　�

科　目�

�
�

188,724�

164,504�

18,492�

5,727�

�

1,759�

1,173�

585�

2,834�

1,555�

1,279�

4,651�

�

1,011�

756�

254�

90�

90�

5,571�

82�

2,246�

3,243�

1,633�

4,876�

�

�

�

�

�

�

�

�
�
�

（経常損益の部）�
営業損益の部�

　売上高�

　売上原価�

　販売費及び一般管理費�

　営業利益�

営業外損益の部�

　営業外収益�

　　受取利息及び配当金�

　　雑益�

　営業外費用�

　　支払利息�

　　雑損�

経常利益�

（特別損益の部）�

　特別利益�

　　投資有価証券売却益�

　　確定拠出年金移行差益�

　特別損失�

　　投資有価証券評価損�

税引前中間純利益�

法人税、住民税及び事業税�

法人税等調整額�

中間純利益�

前期繰越利益�

中間未処分利益�

科　目�

�
451�
909�
427�
208�
375�
424�
058�
943�
147�
663�
－�
840�
24�
863�
658�
216�
993�
735�
912�
185�
573�
889�
�

646�
376�
34�
415�
339�
355�
589�
133�
459�
204�
663�
958�
�

878�
745�
749�
000�
17�
698�
126�
△6�
730�
145�
54�
938�
993

万円）� （単位  百万円）� （単位  百万円）�

自 2004年4月 1 日�
至 2004年9月30日�( )

（負債の部）�
流動負債�

　支払手形�
　買掛金�
　短期借入金�
　社債�
　転換社債�
　未払金�
　未払費用�
　未払法人税等�
　その他の流動負債�
�
固定負債�
　社債�
　長期借入金�
　繰延税金負債 �
　役員退職慰労引当金�
　その他の固定負債�
�
負債合計�
（資本の部）�

資本金�

資本剰余金�
　資本準備金�
　その他資本剰余金�
　　自己株式処分差益�
�
利益剰余金�
　利益準備金�
　任意積立金�
　中間未処分利益�
�
株式等評価差額金�
　�
自己株式�
�
�
資本合計�

負債及び資本合計�

�

2005年3月期中間�
（2004年9月30日）�

2005年3月期中間�
（2004年9月30日）�

2005年3月期中間�
 1 日�
31日�

月期�
)

�
200,391�

13,126�

1,088�

106,446�

8,572�

18,269�

24,403�

6,298�

22,256�

△69�

�

373,871�

74,335�

29,187�

25,327�

98�

2,045�

15,128�

2,548�

�

2,022�

�

297,513�

56,724�

171,469�

30,083�

35,669�

4,657�

△1,091�

�

574,263�

�

�

�

�

6＊記載金額は百万円未満を切り捨てている。
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恵島祥一朗�
中川信太郎�
吉開　　高�
小林　秀一�
松尾　　望�
玉置　　明�
正田　義雄�
伊藤　雅夫�
相島　雅一�
小森　　勉�
市川　達夫�
松田　和雄
高橋伸一郎�
斉藤　佳男�
大坪由二郎�
建部　幸夫�
満江　直樹�
武岡　博和�
芝本　英之�
�

会社概要（平成16年9月30日現在）�
商　　　　号：日本精工株式会社（NSK Ltd.)�
本　　　　社：東京都品川区大崎一丁目6番3号�
設　　　　立：大正5年11月8日�
資　  本  　金：671億円�
従  業  員  数：4,448名（NSKグループ 20,310名）�
主な事業内容：産業機械軸受、自動車関連製品、�
　　　　　　　精密機器関連製品等の製造販売�

持分法適用会社  21社�

主な持分法適用会社名�
● NSK ワーナー（株）�
● 井上軸受工業（株）�
● （株）天辻鋼球製作所�
● AKS東日本（株）�

東日本自動車第一部（厚木）�
東日本自動車第一部（富士）�
東日本自動車第二部（大崎）�
東日本自動車第二部（名古屋）�
東日本自動車第三部（太田）�
東日本自動車第三部（宇都宮）�
中部日本自動車部（豊田）�
中部日本浜松自動車部（浜松）�
西日本自動車部（広島）�
西日本自動車部（大阪）�
�
藤沢工場�
大津工場�
石部工場�
埼玉工場�
�

主な事業所および工場�
連結子会社  78社�
主な連結子会社名�
● NSK 販売（株）�
● NSK 福島（株）�
● NSK ステアリング システムズ（株）�
● NSK プレシジョン（株）�
● NSK ニードルベアリング（株）�
● NSK マイクロプレシジョン（株）�
● NSKアメリカズ社（アメリカ）�
● NSKコーポレーション社（アメリカ）�
● NSKブラジル社（ブラジル）�
● NSKヨーロッパ社（イギリス）�
● NSKベアリング・ヨーロッパ社（イギリス）�
● NSKイスクラ社（ポーランド）�
● 恩斯克投資有限公司（中国）�
● NSK韓国社（韓国）�
● NSKベアリング・インドネシア社（インドネシア）�
● NSKインターナショナル（シンガポール）社（シンガポール）�

神奈川県厚木市中町2-6-10�
静岡県富士市永田町1-124-2�
東京都品川区大崎1-6-3�
愛知県名古屋市中村区名駅2-45-7�
群馬県太田市飯田町1053�
栃木県宇都宮市今泉3-9-4�
愛知県豊田市下市場町5-10�
静岡県浜松市田町330-5�
広島県広島市南区大洲3-7-19�
大阪府大阪市中央区北浜東1-26�
�
神奈川県藤沢市鵠沼神明1-5-50�
滋賀県大津市晴嵐1-16-1�
滋賀県湖南市石部が丘1-1-1�
埼玉県羽生市大沼1-1�
�

出川　光夫
三觜　行雄�
庄司　雅夫�
谷川　紀彦�
村本　　薫�
阿部　信義
宇山　洋一
新保　敏英
斎藤　量一

役員（平成16年9月30日現在）�

執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �

執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �
執 行 役 �

専  務�
常  務�
常  務�
常  務�
常  務�
常  務�
常  務�
常  務�
常  務�

朝香　聖一�
町田　　尚
大塚　紀男�
篠原三知夫
矢野　豊明�
原　　道夫�
谷川　　彰�
三木　玄夫�
伊庭　　保�
佐成　　彦
有田　龍郎�

取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
取 締 役 �
社外取締役�
社外取締役�
社外取締役�

�
�
�
�

� 株

資

発

株

当

当

株

�

（代表執行役社長）�
（代表執行役専務）�
（代表執行役専務）�
（執行役専務）�
（執行役専務）�
（執行役常務）�
（執行役常務）�

9
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朗�
郎�
高�
一�
望�
明�
雄�
夫�
一�
勉�
夫�
雄
郎�
男�
郎�
夫�
樹�
和�
之�

1社�

株式の状況（平成16年9月30日現在）�

資本金：�

発行済株式総数：�

株主数：�

当上半期中の名義書換件数：�

当上半期中の名義書換株数：�

67,176,546,655円�

551,268,104株�

33,824名�

487件�

19,996,811株�

　　　株主名�

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サ－ビス信託銀行株式会社（信託口）

富国生命保険相互会社　　　�

日本生命保険相互会社�

明治安田生命保険相互会社�

株式会社みずほコーポレート銀行�

日本トラスティ・サ－ビス信託銀行株式会社�

�
株式会社損害保険ジャパン�

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4）�

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505103�

�

�

大株主　�

所有株式数　�

55,068,000株�

32,999,000株�

31,000,000株�

27,575,090株�

25,726,000株�

11,300,000株�

10,709,600株�

�
10,358,000株�

8,158,000株�

7,839,395株�

�

�

�

�

�

議決権比率�

10.27％�

6.16％�

5.78％�

5.14％�

4.80％�

2.11％�

2.00％�

�
1.93％�

1.52％�

1.46％�

�

�

�

�

（住友信託銀行再信託分・トヨタ自動車株式会社退職給付信託口）�

（注）上記以外に、当社は自己株式11,245,551株を保有しております。�

株価および出来高の推移（平成15年4月～平成16年9月）�

�

所有者別分布状況�

�
�

金融機関� その他国内法人� 外国人� 個人・その他� 証券会社�

株式数　551,268,104株�

297,772,034株�

12,252,003株�

39,554,660株�

98,337,671株�

103,351,736株�

54.02％�

2.22％�

7.18％�

17.84％�

18.74％�

金融機関�

証券会社�

その他国内法人�

外国人�

個人・その他�

株主数　33,824名�

142名�

63名�

505名�

281名�

32,833名�

0.42％�

0.19％�

1.49％�

0.83％�

97.07％�

金融機関�

証券会社�

その他国内法人�

外国人�

個人・その他�
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ホームページアドレス：�
http://www.nsk.com

● 決算期 一  3月31日�
● 定時株主総会一 6月�
● 配当金受領株主確定日　利益配当金一3月31日�

　　　　　　　　　　　中間配当金一9月30日�
● 1単元の株式の数　1,000株�
● 名義書換代理人　　〒103-8670　東京都中央区八重洲一丁目2番1号�

　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社　�
● 同事務取扱場所　　〒103-8670　東京都中央区八重洲一丁目2番1号�

　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部�
● 郵便物送付先　　　〒135-8722　東京都江東区佐賀一丁目17番7号�

　　　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社  証券代行部�
● お問合せ先　　　 （03）5213－5213（代表）�
● 同取次所　　　　　みずほ信託銀行株式会社  全国各支店�

　　　　　　　　　　みずほインベスターズ証券株式会社  本店及び全国各支店�
● 公告掲載新聞　　　東京都において発行する日本経済新聞�

株主メモ�

貸借対照表及び損益計算書の開示は、日本経済新聞に代

えて当社ホームページによることとさせていただきます。�

http://www.jp.nsk.com/account/index.html

単元未満株式を保有されている皆様へ
当社では、単元未満株式の買増制度を導入しており、ご所有の単元未満株式を1単元

（1,000株）とするため、必要な数の株式の買増しを当社に請求することができます。
また、単元未満株式の買取りも行っております。以上のお手続きをご希望の方は、みず
ほ信託銀行証券代行部（株券保管振替制度をご利用の場合はお取引口座のある証券会社）
までお問合せください。


